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鹿児島県大隅地方および島嶼部における
所得格差の実証分析
福井　昭吾*
Abstract
It is important to clarify the current income inequalities among small areas in Japan because
of economic and political reasons. However, some restrictions on data about their incomes
complicate detailed analysis of the inequalities. We test the income gaps of Osumi area and
islands area in Kagoshima with bootstrap method. The results show that there are insignif-
icant differences of mean incomes and income inequalities between or within those areas.
Thus, the living place of a family does not have an effect on the income level in Kagoshima.
Keywords Income Distribution, Income Inequality, Kagoshima Prefecture, Bootstrap Method
1 はじめに
日本国内諸地域における所得格差の現状は，未だ明確でない部分が多い。その最たる理由として，利
用可能なデータの少なさが挙げられる。
日本全体を対象とした所得に関するデータは，比較的整備されている。例えば，「全国消費実態調査」
では日本全体の所得に関する詳細なデータが公表されている。これらは各世帯を調査した個票データを
集計したものであり，各所得階層の平均所得や，年齢と所得の同時分布など，様々な情報が含まれてい
る。さらに，「全国消費実態調査」の個票データ（ミクロデータ）自体も利用可能である。個票データは，
各世帯が属する地域の情報が概略化されるなど，プライバシー保護のためにいくつかの秘匿処理が施さ
れている。しかし，個票データを用いることで一国全体の所得や消費の状況に関して極めて詳細な分析
が可能となる。
一方で，市町村などの小さな地域について，同様にデータが整備されているとは言い難い。「全国消費
実態調査」では，市町村の所得階層別分布や年齢分布は公表されているものの，一部の市町村のみが調
査の対象であり，加えてそれらの標本は小さい。例えば，平成 21年調査の場合，鹿児島県では表 1 に示
す市町村が調査対象であり，これらの市町村の調査結果のみが公表されている。経済圏 Dおよび Eに属
する市町村では，標本が小さいことも明らかであろう。また，市町村に関するデータには，各所得階層
の平均値や，年齢と所得の同時分布などが含まれず，その詳細さは日本全体に関するデータには遠く及
ばない。さらに，「全国消費実態調査」のミクロデータはプライバシー保護を重視しているため，現時点
で市町村ベースのデータは公表されていない。
地域における所得の現状を分析することは，地域に住む人々の生活を理解する上で，さらには，地域経
済に影響を与えるような政策の提言を行う上で，極めて重要である。しかし，データが上述の制約を持
つために詳細な統計分析を行うことは容易ではない。これらの制約下でも，各市町村の所得分布や所得
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表 1 平成 21年全国消費実態調査における鹿児島県調査対象市町村（かっこ内の数字は調査世帯数）
経済圏 市町村名
経済圏 A 鹿児島市 (216)，枕崎市 (24)，指宿市 (24)，日置市 (24)，
いちき串木野市 (24)，南さつま市 (24)，南九州市 (24)
経済圏 B 阿久根市 (24)，出水市 (24)，薩摩川内市 (36)，さつま町 (24)
経済圏 C 霧島市 (48)，伊佐市 (24)，姶良市 (24)
経済圏 D 鹿屋市 (36)，垂水市 (24)，曽於市 (24)，志布志市 (24)，錦江町 (24)
経済圏 E 西之表市 (24)，奄美市 (24)，屋久島町 (24)，和泊町 (24)
の不平等度を推定することは可能であるが，例えば，「A市と B市とで年間収入の平均値は同じである」
という仮説についての統計的検定など，さらに詳しい分析を行うことは非常に困難であると言えよう。
近年，鹿児島県においては，島嶼部と大隅地方における経済の現状が重視されている。いずれの地域
も，人口の流出とそれに伴う経済規模の縮小が大きな問題として認識されている。したがって，これら
の地域に関する所得分布や所得格差の詳細な分析は喫緊の課題であると言えよう。福井 (2010) では，ミ
クロデータと階層分けされたデータを組み合わせ，鹿児島県島嶼部と本土との間における所得格差の統
計分析を試みた。本稿ではこれを発展させ，島嶼内のより小さな市町村を対象に所得の現状を分析する。
さらに，大隅地方の市町村についても，所得分布および所得格差の現状分析を新たに試みる。
2 所得分布の推定方法とブートストラップ法による検定手順
本稿では，鹿児島県島嶼部および大隅地方の市町村について所得分布関数の推定を行った後，これら
の所得分布を基に，市町村間の平均所得と所得の不平等度について統計的検定を行う。また，後述の実
証分析では，「全国消費実態調査」の個票データ（ミクロデータ）ではなく，階層分けされたデータ（階
層別データ）を用いる。これは，現時点で市町村別のミクロデータが公表されていないためである。
所得分布関数の関数形として，一般化ベータ 2分布の密度関数を仮定する*1。すなわち，所得分布の
密度関数を
f (x|θ) = ax
ap−1
bapB(p, q) {1+ (x/b)a}p+q , x > 0. (1)
とする。上記の通り，所得分布の密度関数は，階層分けされたデータを用いて推定する。以下では，
Kleiber et. al.(2003) に従い，最尤法による所得分布関数のパラメータ推定を行う。いま，ある所得の値
xが第 k階層に入る確率を pk と置くと，各階層の度数 nk の組は
P(n1, n2, . . . , nK) =
N!
∏Kk=1 nk!
K
∏
k=1
pnkk
という多項分布に従う。ただし，N は総度数，K は階層の数，(lk, uk) は第 k 所得階層の下限および上
*1 所得分布関数の関数形の詳細については，McDonald(1984) を参照せよ。
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限である。この P(n1, . . . , nK)を尤度関数 L(θ|n1, . . . , nK)とみなし，
L(θ) =
N!
∏Kk=1 nk!
K
∏
k=1
pk(θ)nk (2)
pk(θ) =
∫ uk
lk
f (x|θ)dx
として，一般化ベータ 2分布の密度関数のパラメータを推定するのである。
個票データと比較した場合，階層別データは代表値を計算する際に問題が発生しうる。階層別データ
は個票データを集計したものである。したがって，階層別データから代表値を計算する際は，階級の中
央値などの何らかの値を代理として用いる必要があるが，ある所得階層に属する世帯の所得を単一の値
で代用するため，誤差が発生する。また，高所得階層における階級の中央値など，代理となる変数が存
在しない場合，代表値の計算が困難なものとなる。
そこで，代表値を，階層別データから直接計算するのではなく，階層別データに基づいて推定された
所得分布関数から求めることとする。これにより，推定に伴う誤差が新たに発生するが，値の代用に伴
う上記の問題は解消される。
一方で，代表値に関する検定を行う際にも対処すべき問題がある。第一に，不平等尺度について統計
的検定を行う場合，検定統計量の分布が容易に求められない。第二に，表 1 から明らかなように各市町
村の標本が十分に大きいとは言えず，また，所得分布関数として正規分布ではなく一般化ベータ 2分布
を仮定しているため，平均値の差の検定において，検定統計量の分布として t分布や正規分布を用いる
ことができない。
これらの問題への対処として，ブートストラップ法による検定を試みる*2。以下の実証分析では，二
つの地域間における代表値の差の検定を行う。そこで，「二つの地域間で，代表値が等しい」という仮説
の下，ブートストラップ法により検定統計量の分布を求め，検定を試みる。ただし，対象となる代表値
のみが等しくなるように検定統計量の分布を置くことが困難であるため，実際には「二つの地域の所得
分布は同一である」という帰無仮説の下で検定統計量の分布を推定し検定を行うことになる。このよう
に，帰無仮説が本来検定すべき仮説とは異なっているものの，代表値の差に基づいて検定を行うため，
帰無仮説の棄却は「二つの地域間で，代表値が等しい」という元の仮説を棄却することになる。
二つの地域間における平均所得の差の検定をもとに，具体例を示そう。始めに，検定の対象となる二
つの地域についてそれぞれ所得分布を推定し，それら所得分布から代表値の差 dを計算する。次に，検
定の対象となる二つの地域について，「二つの地域の所得分布は同一である」という仮説に従い，それら
のデータを一つにまとめて最尤法により所得分布の推定を行う。その後，推定した所得分布から，二つ
の地域ごとに所与のサイズだけ乱数の生成を行い*3，それらの代表値の差を求める。さらに，この計算
を複数回繰り返し，得られた代表値の差の集合を昇順に並べ替える。これを D∗ とする。最後に，D∗ と
d を比較し検定を行う。すなわち，有意水準を α%とする両側検定の場合，二つの地域間における代表
値の差 dが，D∗ の上位および下位 α/2%に入るならば帰無仮説を棄却するのである。
*2 ブートストラップ法については，例えば，Davison et. al.(1997) を参照せよ。
*3 乱数の生成は，adaptive rejection Metropolis sampling(ARMS)により行う。ARMSの詳細については，Gilks et. al.(1995)
を参照。
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表 2 所得分布関数の推定結果
α β p q 平均所得 ジニ係数 タイル尺度
経済圏 A-D 3.512 636.436 0.382 1.253 417.125 0.366 0.226
経済圏 D 0.716 13518.899 4.514 54.321 458.376 0.359 0.213
経済圏 E 0.195 117.531 122.095 100.482 409.161 0.372 0.237
鹿児島市 4.224 576.101 0.282 0.857 403.175 0.387 0.258
鹿屋市 0.833 3497716.722 3.518 5681.064 506.999 0.331 0.183
垂水市 58.458 163.423 1.458 0.021 557.037 0.442 0.432
曽於市 3.558 2106.024 0.460 71.995 408.322 0.271 0.128
志布志市 0.671 289.762 6.793 6.643 430.973 0.421 0.322
錦江町 1.389 10666.510 1.182 88.511 444.990 0.352 0.210
奄美市 0.593 23209.781 5.773 63.060 467.748 0.368 0.232
西之表市 1.917 1194.143 0.839 7.052 362.050 0.336 0.192
和泊町 1.165 58656.834 2.251 453.375 603.225 0.301 0.152
屋久島町 0.347 1478.488 33.138 57.961 352.871 0.324 0.181
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図 1 経済圏 A-Dの所得分布関数
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図 2 経済圏 Dの所得分布関数
3 実証分析
以下の実証分析では，総務省統計局「全国消費実態調査」で公表される階層別データを用いる。表 1
の通り，「全国消費実態調査」では鹿児島県に関して，大隅地方と島嶼部の一部市町村のみが調査対象で
ある。したがって，基本的にはこれら市町村に限定し，所得分布の推定および各種代表値に関する検定
を行うこととする。
表 2 は鹿児島県大隅地方，島嶼部，およびその他地域における所得分布関数の推定結果である。平均
所得，ジニ係数，およびタイル尺度は推定した所得分布関数より計算されたものである。また，図 1か
ら図 13 は推定された所得分布関数を図示したものである。実線は推定された所得分布関数を，棒グラ
フは階層別データのヒストグラムを，それぞれ表している。これらの図より，所得分布の形状は地域に
よって大きく異なっており，地域ごとに平均所得や所得の不平等度に差があるようにみえる。しかし，
元となる「全国消費実態調査」の標本は十分に大きいとは言えず，代表値やグラフの違いが標本誤差に
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図 3 経済圏 Eの所得分布関数
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図 4 鹿児島市の所得分布関数
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図 5 鹿屋市の所得分布関数
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図 6 垂水市の所得分布関数
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図 7 曽於市の所得分布関数
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図 8 志布志市の所得分布関数
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図 9 錦江町の所得分布関数
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図 10 奄美市の所得分布関数
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図 11 西之表市の所得分布関数
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図 12 和泊町の所得分布関数
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図 13 屋久島町の所得分布関数
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表 3 経済圏 D内における平均所得の差の検定結果
曽於市 志布志市 錦江町
鹿屋市 0.19536 0.38982 0.45306
曽於市 0.80096 0.61188
志布志市 0.8801
表 4 経済圏 D内におけるジニ係数の差の検定結果
曽於市 志布志市 錦江町
鹿屋市 0.32754 0.07456 0.61238
曽於市 0.02114 0.16272
志布志市 0.24574
表 5 経済圏 D内におけるタイル尺度の差の検定結果
曽於市 志布志市 錦江町
鹿屋市 0.35736 0.04038 0.61098
曽於市 0.02722 0.16206
志布志市 0.14462
起因している可能性がある。したがって，これらの差の統計的な有意性について検定を行う必要がある。
図 6 にあるように，垂水市における所得分布は低所得層の密度が 0となっている。この推定結果は他
の地域と大きく異なっており，垂水市の所得分布を正しく推定できていない可能性がある。そのため，
以下の分析においては，垂水市と他の市町村との間における代表値の差の検定を行わないこととする。
表 3から表 5 は，経済圏 Dの各市町村間における平均所得，ジニ係数，およびタイル尺度の差につい
て，ブートストラップ法による検定の結果を示している。表の数値は p-値（両側検定）である。表 3 よ
り，大隅地方の各自治体の間で平均所得が有意に異なるとは言えない。一方，表 4および表 5 より，志
布志市と鹿屋市，および，志布志市と曽於市との間で不平等尺度に有意な差が見られる。これは，志布
志市の不平等度が，それ以外の地域よりも有意に大きいことを示しているが，直ちに志布志市における
所得格差が他の地域よりも高いと断定することはできない。図 4 から分かるように，志布志市について
は「全国消費実態調査」のデータに偏りが見られる。この偏りが，所得分布の推定を通じて，不平等尺
度の計算結果に影響を及ぼしている可能性は高い。
表 6から表 8 は，経済圏 Eの各市町村間における平均所得，ジニ係数，およびタイル尺度の差につい
て，ブートストラップ法による検定の結果を示している。表 3から表 5 と同様，表の数値は p-値（両側
検定）である。表 6 より，和泊町の平均所得が西之表市および屋久島町と比較して有意に高いことがわ
かる。上述の志布志市の場合と同様，データの偏りが有意性をもたらしている可能性は否定できないが，
和泊町は島嶼部の他地域と比較して農業が盛んであり，それが平均所得の高さとして現れていることも
考えられる。一方，ジニ係数およびタイル尺度については，地域間での有意な差は見られない。
表 9 では，経済圏 Dと経済圏 E，経済圏 Eと経済圏 A-D，および和泊町と鹿児島市について，それら
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表 6 経済圏 E内における平均所得の差の検定結果
西之表市 和泊町 屋久島町
奄美市 0.26334 0.18232 0.20564
西之表市 0.01404 0.88152
和泊町 0.00918
表 7 経済圏 E内におけるジニ係数の差の検定結果
西之表市 和泊町 屋久島町
奄美市 0.63412 0.26554 0.56564
西之表市 0.5657 0.89162
和泊町 0.67482
表 8 経済圏 E内におけるタイル尺度の差の検定結果
西之表市 和泊町 屋久島町
奄美市 0.6235 0.23638 0.59292
西之表市 0.5477 0.93218
和泊町 0.64674
表 9 その他地域間における代表値の差の検定結果
平均所得 ジニ係数 タイル尺度
経済圏 D - 経済圏 E 0.24062 0.64134 0.53486
経済圏 E - それ以外 0.81814 0.60608 0.5753
和泊町 - 鹿児島市 0.01266 0.29532 0.22836
の間における平均所得，ジニ係数，およびタイル尺度の差を，ブートストラップ法で検定した結果（p-
値，両側検定）を示している。経済圏 Dと経済圏 Eとの間には，平均所得および所得の不平等度につい
て有意な差は見られない。すなわち，平均所得と所得の不平等度を見る限り，大隅地方と島嶼部とで大
きな差は見られない。経済圏 Eと経済圏 A-Dとの間でも，同様の結論が得られる。つまり，平均所得
と所得の不平等度に関して，鹿児島県の本土と島嶼部の間には明確な差がないといえる。一方，島嶼部
と本土間の所得格差について，より小さい地域間を対象とする分析の一例として和泊町と鹿児島市との
間における代表値の差の検定を行った。結果，和泊町と鹿児島市との間では，鹿児島市と比較して和泊
町の平均所得が有意に高い。その原因が，実際に和泊町の所得水準が鹿児島市よりも高いことによるの
か，「全国消費実態調査」のデータにおける偏りによるのかについては，別のデータや視点に基づくさら
なる分析が必要であろう。
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4 まとめ
本稿では，鹿児島県大隅地方および島嶼部の所得格差について，ブートストラップ法による検定を
行った。
平均所得については，大隅地方の各地域間で有意な差は見られなかったが，島嶼部では和泊町の平均
所得が他の地域よりも有意に高いという結果が得られた。さらに，和泊町の平均所得は鹿児島市よりも
有意に高い。この点についてはより詳細な考察が必要であろう。所得の不平等度については，大隅地方
において地域間での有意な差が見られるが，島嶼部では有意な差は確認されなかった。ただし，大隅地
方のデータには偏りが見られ，それが有意差をもたらしている可能性がある。一方，大隅地方と島嶼部，
および島嶼部と本土との比較では，平均所得および所得の不平等度とも有意な差は見られない。
結果として，鹿児島県における各世帯の所得について，地域による要因は小さいと考えられる。確か
に，和泊町や志布志市など，他の地域と比較して平均所得や所得の不平等度が有意に異なる地域もある
が，それ以外の地域ではこれらに明確な差は見られない。鹿児島県の場合，所得の格差は地域の違いに
それほど影響を受けず，世帯自身の属性の違いなど，他の要因に起因していると結論付けられる。
今回利用した「全国消費実態調査」は，国内の市町村を対象に所得に関する情報を提供する貴重なデー
タである。しかし，「全国消費実態調査」のデータは，一部の市町村のみが調査対象であり，さらにそれ
らの標本が小さいという問題点がある。本稿で利用したデータも，例えば鹿児島県島嶼部については四
つの自治体のみが調査対象であり，島嶼部の所得分布について厳密な分析ができているとは言い難い。
鹿児島県を対象とする分析に限らず，市町村などの小さな地域を対象として所得分布の分析を厳密に行
うためには，より多くの市町村を調査対象とし，かつ，さらに規模の大きい統計の整備が必要であろう。
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